
２９　還付処理に関する調２９　還付処理に関する調２９　還付処理に関する調２９　還付処理に関する調

（単位：件，千円）

本 税 税 外 計 件 数 本 税 税 外 計 件 数

419,462 1,175 420,637 7,039 3,319 611,185 391 611,576 10,925 11,695

155 - 155 36 - 20,082 655 20,737 8,338 -

- - - - - 17 - 17 10 -

- - - - - - - - - -

19,700 336 20,036 277 54 13,235 6 13,241 221 178

1,474,985 4,092 1,479,077 4,227 10,722 2,131,968 1,823 2,133,791 4,745 35,244

229,804 240 230,044 2,085 86 275,140 140 275,280 1,822 651

- - - - - - - - - -

74 56 130 9 - 3 - 3 1 -

8,280 4 8,284 127 1 12,067 - 12,067 273 -

457 2 459 10 - 1,128 - 1,128 8 -

1,073,218 1,252 1,074,470 59,360 1 35,943 243 36,186 1,338 1

- - - - - - - -

旧 特 別 地 方 消 費 税 - - - - - - - - - -

自 動 車 取 得 税 - - - - - - - - - -

法 軽 油 引 取 税 - - - - - - - - - -
3,226,135 7,157 3,233,292 73,170 14,183 3,100,768 3,258 3,104,026 27,681 47,769

（注）
　　１　この調は，還付金を当年度において還付（充当含む。）したものについて作成した。
　　２　「歳入還付」は当年度収入により支出したものについて，「歳出還付」は当年度歳出予算より支出したものについて
　　　記載し，還付加算金は当該還付金に係るものを記載した。
　　３　「件数」は，本税及び税外を通して還付（充当を含む。）した件数を記載した。

(注）

　１　この調は，当年度末日現在の県税（個人の県民税を除く。）の対象である組合について作成した。

　２　「窓口組合」とは，信用金庫，郵便局等の窓口を事務所とし，これらの金融機関の顧客で結成された組合をいい，「そ

　　の他の組合」とは，例えば税理士等が顧客先を集めて組織した組合をいう。

　３　「納税額」は，当年度において納税貯蓄組合を通じて行われた県税（個人の県民税を除く。）の納税（現年課税分及び

　　滞納繰越分の合計額）の状況について記載した。
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３０　口座振替に関する調３０　口座振替に関する調３０　口座振替に関する調３０　口座振替に関する調

（単位：件，千円）

① ② ③

個人の事業税 4,364 663,907 3,214,631

自 動 車 税 2,905 108,342 31,315,710

計 7,269 772,249 34,530,341

（注）

①の税額
口座振替により納
税が行われた件数

当 年 度 の
税 収 入 額区 分

　　この調は，当年度において口座振替によって納税が行われた県税（個人の県民税を除く。）について作成した。

３１　納税貯蓄組合に関する調３１　納税貯蓄組合に関する調３１　納税貯蓄組合に関する調３１　納税貯蓄組合に関する調

（単位；件，千円）

件数 税額 件数 税額 件数 税額

地 域 別 組 合 3,653 101,853

勤 務 先 別 組 合 5 86

業 種 別 組 合 25 796

窓 口 組 合 2 16

そ の 他 の 組 合 2 24

計 3,687 102,775 7 1,047 2,900 99,177 2,907 100,223

2,907 100,2237 1,047 2,900 99,177

区　　分

実　　数 納　　税　　額

計
組合数 組合員数

個人事業税 自動車税


